
ハロートレーニングに対する民間教育訓練実施機関からのご意見・ご要望に対する回答（令和６年10月１日から令和７年３月31日まで）

番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

1
公共職業訓練（委託訓

練）

就職状況報告において、雇用契約書だけでの報告のみならず、場合によっては追

加の証憑書類を認めて欲しい。（例えば、求人票や採用時の口頭では「4ヶ月以

上の就職」であるにも関わらず、交付される雇用契約書によってはその事実を示

すことができない場合等）

就職状況報告において、雇用形態が正社員でない場合、又は就職先事業所の確認欄に記載がもらえない場合は、報告

書と併せて雇用契約書などの写しを添付していただくこととしています。この際、確認方法としては、雇用契約書の

みならず、労働条件通知書の写し等についても認めているところです。引き続き、業務の運営についてご理解いただ

きますようお願いします。

2 求職者支援訓練

「募集定員（応募者数）の過半数に満たない場合、中止も可」とあるが、応募者

が少数でも開講しなければならないことは実施施設側の負担が大きいため、「合

格者数の過半数に満たない場合、中止も可」に変更してほしい。

受講希望者に対する合格通知後の訓練中止については、受講予定者に対する影響が大きいことから、取扱いを変更す

ることが困難であることをご理解いただきますようお願いします。

3
公共職業訓練（委託訓

練）

各種書類について電子化を進めてもらいたい。また、同じような情報を管理の違

い（提出先の違い）というだけで複数作成する必要があるのか。

令和５年７月より事業者による電子メール申請を可能とする措置（求職者支援訓練）や都道府県に事業者の申請のオ

ンライン化を要請（委託訓練）する等、現状の業務フローの中で電子化の取組を進めているところです。今後も、頂

いた御意見も踏まえながら、引き続き業務の電子化及び効率化について検討してまいります。

4
公共職業訓練（委託訓

練）

受講生が病気や怪我で欠席し、回復したとして登校した後、再度調子が悪くなり

休校した場合、薬が残っていた場合等でも再度病院を受診等しないと、一旦証明

がリセットされるのはいかがか。

受講者の認定に関するご意見かと思いますが、一般論として、欠席の都度当該事由を明らかにする証明が必要であ

り、受講者から都度の証明が著しく困難である等の相談を受けた場合、その事由を以てハローワークにご相談いただ

くようお願いします。

5
公共職業訓練（委託訓

練）

訓練生の採用（面接）についてどのような観点で面接をされているのかを知りた

い。

公共職業訓練（委託訓練）の訓練生の選考は、各都道府県の公共職業能力開発施設の判断に委ねられているため、都

道府県の公共職業能力開発施設にお尋ねください。

6
公共職業訓練（委託訓

練）

公共職業訓練（委託訓練）を受講した方が「雇用契約１ヶ月半、更新なし」に就

職後、間を空けず別事業所に「３ヶ月」の雇用契約で内定をしたが、それぞれ別

事業所のために就職の定義（4か月以上の雇用契約）に該当しなかった。別事業

所であっても修了後3か月以内で一日も間を空けず雇用保険に加入し、計4か月以

上の雇用契約であれば、就職の定義に該当するようにしてほしい。

委託訓練については、求職者が再就職に必要な技能及び知識を習得するための訓練を通じて、安定した再就職の実現

を目的として実施しているものであることから、同一事業所における一定水準以上の雇用期間を要件としていること

についてご理解いただきますようお願いします。

・件数　17件

　※件数は、送信フォームに送付された件数であり、１つの送信フォームで複数のご意見・ご要望について記載があったものは、１件とカウントしております。

　※上記の件数から、民間教育訓練実施機関からのハロートレーニングの運営や事務手続等以外のご意見・ご要望は除いております。

・お寄せいただいたご意見・ご要望のうち、同内容のものは集約して取りまとめております。

参考資料６
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番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

7
公共職業訓練（委託訓

練）

物価や賃金の上昇を背景に訓練事業の持続可能性を確保し、質の高いサービス提

供を実現するために委託単価を引き上げてもらいたい。

委託費の単価については、デジタル人材の育成促進及び訓練全体の質と量の確保の観点から、令和７年度より、受講

者１人当たり月3,000円引き上げたところです。今後も、単価については、厳しい財政事情を踏まえその引上げ効果

の検証も行いつつ、訓練コースの量の確保と質の担保の観点から適切な水準を維持できているのかを踏まえて検討し

てまいります。

8
公共職業訓練（委託訓

練）

１人当たりの「単価制度」とせず、人件費、家賃等の固定費が経費の大部分を占

めていることから固定額として支払ってもらいたい。

受講者の技能習得を確保するため、訓練実績を踏まえて委託費等を支払う仕組みとしていることについてご理解いた

だきますようお願いします。

9
公共職業訓練（委託訓

練）

訓練サービス提供者（訓練実施者）が過剰労働に陥りやすい現状を踏まえ、その

「働き方」に配慮した制度改善をお願いしたい。講師が残業を前提とした対応を

余儀なくされており、実質的に残業対応が必須となっている。これを解決するに

は、訓練時間を短くすることが必要ではないか。

公共職業訓練の総訓練時間については、これまで段階的に減らしてきているところですが、更なる総訓練時間の見直

しについては、見直しに伴う影響について情報収集及び分析を進め、慎重に検討してまいります。

10
公共職業訓練（委託訓

練）

就職支援費制度を廃止し、その費用を十分な委託単価に組み込んだうえで、固定

額として支払ってもらいたい。仮に同制度を存続するとしても就職率55％以上に

基準を引き下げるべき。

受講者の技能習得を確保するため、訓練実績を踏まえて委託費等を支払う仕組みとしていること、また、一定水準以

上の雇用期間を要件としていることや就職率に応じた委託費等の上乗せ措置は、質が高く就職につながる訓練の実施

を目的としていることについてご理解いただきますようお願いします。

11
公共職業訓練（委託訓

練）

訓練実施機関や職員をカスタマーハラスメントから守るため、厳格なルールを整

備してもらいたい。

基本的には、訓練実施機関と受講生の間で対話を行い、問題解決することをお願いしますが、訓練実施機関等の職員

の指示に従わない等訓練の運営の規律を乱した場合には委託訓練実施要領において退校等の処分を行うこととしてい

ます。委託訓練の場合、退校等の処分を行うのは都道府県の公共職業能力開発施設の長となるため、都道府県にご相

談いただくようお願いします。

12 求職者支援訓練

県外のハローワークにおける、受講希望者に向けた求職者支援訓練説明会への参

加、訓練窓口を通じた受講希望者への案内の協力、ハローワークの訓練校コース

案内チラシのラック設置等をお願いしたい。

訓練説明会の運営及び安定所内の掲示物等は、説明会の時間や所内のスペースに限りがある中で、その可否も含めて

各安定所で行ってます。引き続き、訓練実施機関との連携を推進し、適切な受講あっせん・就職支援に努めてまいり

ます。

13
公共職業訓練（委託訓

練）

就職支援経費対象就職率について、以下の事例があり、要件の緩和をお願いした

い。

（事例）

・就職先が自治体および関連機関及び施設を中心に、雇用期間が年度末までと

なっているため4か月以上の雇用にならない

・有期雇用において、契約更新の旨の記載があるが労働条件通知等書面において

は3ヶ月未満となっており対象就職率にならない

委託訓練については、求職者が再就職に必要な技能及び知識を習得するための訓練を通じて、安定した再就職の実現

を目的として実施しているものであることから、一定水準以上の雇用期間を要件としていることについてご理解いた

だきますようお願いします。

　なお、当初雇用契約が３ヶ月未満であった場合でも、訓練修了後３ヶ月以内に、４ヶ月以上の雇用期間に変更と

なった場合には対象就職として取り扱うことが可能となっております。
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番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

14
公共職業訓練（委託訓

練）

社会的ニーズを受けて、実績の十分な既存のコースを組み替え、新設のコースを

創設したが、新コース（カリキュラムが引き継がれていないもの）は委託先の要

件である就職実績80％がないことから公共職業訓練の対象とならないと都道府県

等から指摘を受けたが、既存コースでも十分な実績等があり、また、社会ニーズ

に応じたカリキュラムで実施するため就職率が下がるということはない。対象と

ならないのはなぜか。

長期高度人材育成コースに関するご意見かと思いますが、一般論として、訓練を受講することにより得られる知識や

技術も変更となるような、カリキュラム全体の内容が見直された場合、長期高度人材育成コースを設定するための就

職率実績の要件確認に当たっては、新カリキュラムによる卒業生の就職実績により要件を満たすかどうかを判断する

必要があると考えています。

15 求職者支援訓練

eラーニングコースについて、その都道府県以外の訓練実施機関や受講者が中心

となっているため見直してほしい。本来受ける資格のあるその都道府県内の受講

生が、他都道府県の会社が行うために受けることができなくなる。

求職者支援訓練については、全ての訓練形態において居住地による訓練の受講制限は設けられておりません。なお、

eラーニングコースは、育児や就業等の事情により決まった日時に訓練を受講することが難しい方、居住地域に訓練

機関がない又は受講を希望する職業訓練が実施されていない事により訓練の受講が困難な方など、訓練受講に配慮が

必要な方を対象に設けられたものです。受講者の多様な訓練機会の確保の観点からも、受講される方のお住まいの地

域を制限することは困難であることをご理解いただきますようお願いします。

16 求職者支援訓練

eラーニングコースの「受講者出欠報告書」について、eラーニングでは、0.5時

間未満の受講時間が「出席管理の対象外の日」として切り捨てられているが、一

方で、ユニットごとの受講時間は分単位で管理されているため、分単位での上限

達成後、「切り捨てられた受講時間の累計分」を後日受講しても、出席管理の対

象にならないルールとなっている。その結果、受講生がユニットの上限時間をす

べて満たし、さらに追加学習を行い、すべての「実施日が特定されている科目」

に出席しても、受講時間が訓練時間に届かない前提の運用となっている。

そのため、eラーニングコースについて、ユニット上限時間を達成した受講生

が、後日「切り捨てられた受講時間の累計分」を受講した場合、受講時間を0.5

時間単位で計上できるよう、運用の変更を検討をお願いしたい。

ご意見を踏まえ、制度の適正な業務運営等の観点も考慮しつつ、今後の取扱いについては検討してまいります。

17 求職者支援訓練

企業実習を10日以上20日以下、かつ、訓練実施日に終日実施すると、「実習促進

奨励金」の支給がされるとなっているが、企業実習の要件を緩和してほしい。理

由としては、受け入れ先の事務所によっては手狭なため、数十名の訓練生を一度

に受け入れるスペースがないためであり、教室にいながらでも実務は可能なた

め、場所の制限は緩和してほしい。

企業実習は、学科及び実技で習得した就職を想定する職業・職種における職務遂行のための実践的な技能等を実際の

職場において実践することにより、それらの能力を定着・向上させることを目的としており、就職を想定する職業・

職種の労働者が従事している外部の企業の職場等において、企業の従業員等が講師として常時、指導や助言を行い実

施していただく必要があると考えております。
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番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

18
公共職業訓練（委託訓

練）

合格発表後、様々な理由で入校辞退される方が多いが、テキスト代等の自己負担

金を支払ってもらえるようにしてほしい。また、合格者の人数で色々な備品の準

備をしている（レンタルを含め）ため、委託費を受講生の数で算定するのであれ

ば、辞退された方の分のレンタル代の費用を請求させてほしい。

ご意見を踏まえ、どのような方策が考えられるのか検討してまいります。

19
公共職業訓練（委託訓

練）
提出書類の拡張子を統一してほしい。 いただいたご意見については、都道府県に情報提供させていただきます。

20 求職者支援訓練
求職者支援訓練の実施期間中における実施状況確認は予告なく急遽実施される場

合、授業が滞る等から見直してほしい。

事前に通知を行うことのない実施状況調査については、不正受給や不適切な事務の未然防止及び早期発見を目的に

行っているものであり、求職者支援訓練の適正な運用を確保するために必要な調査であるため、ご理解いただきます

ようお願いします。
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